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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、「企業価値の持続的向上」を実現し、株主をはじめとするステークホルダーとの信頼関係を築くためには、コーポレート・ガバナンスの確立
が不可欠との基本認識のもと、ガバナンス体制の整備・強化に努めております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則２－４①】

当社グループでは、年齢や性別、国籍で区分することなく、個々の能力や実績に応じた採用や管理職の登用を行っております。そのため、サステ
ナビリティ関連の具体的な指標及び目標は定めておりませんが、リスク管理委員会において、対応が必要と認められたリスクについては、議論を
重ね適切な予防対策を講じております。人材育成方針及び社内環境整備方針を含めた人的資本に関する具体的な指標及び目標については、20
26年12月期中に取り纏め、公表を行ってまいります。

なお、人材の育成及び社内環境整備に関する方針、戦略は以下の通りです。

企業価値の持続的な向上のために、編集者やデータサイエンティストといった専門的知識を有した人材の確保及び育成が重要な課題であると考
えております。また、多様な視点や価値観が存在することは、持続的な成長を確保する上での強みとなり得ると考えており、年齢や性別、国籍に
関係なく採用・評価を行っております。

従業員にとってより働きやすい環境作りを行うことを社内環境整備に関する方針とし、オフィス内のコミュニケーションスペースの設置や、フレックス
タイム制度やテレワークによるライフスタイルに応じた働き方の推進等の取り組みを行っております。加えて、従業員が家族的責任を果たすための
育児・介護・看護等の各種休暇・休職制度を設けるほか、入社間もない社員への特別有給休暇の付与を行っております。また、従業員のエンゲー
ジメントを向上させるため、その効果測定を行っております。

【補充原則３－１③】

当社グループでは、サステナビリティに関するリスク管理が経営の重要課題であることを認識し、「リスク管理委員会」が「リスク管理規程」に基づ
き、サステナビリティに関するリスクを含めたグループ内のリスク情報を一元的に集約し、対応が必要と認められたリスクについては適切な予防対
策を講じています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】

当社は、保有先企業の動向、取引の状況、当該保有株式の市場価額等の状況を踏まえて、当該企業との業務提携の更なる強化や、安定的な取
引関係の維持・強化を図ることにより、当社の企業価値の向上に資すると認められる場合、政策保有目的で株式を保有することを基本方針として
おります。

また、主要な政策保有株式については、取締役会においてそのリターンとリスク等を踏まえた中長期的な観点から、定期的に検証を行い、継続保
有の是非を検討し、これを反映した保有の目的等について対外的に具体的な説明を行うものとします。

政策保有株式に係る議決権行使については、政策保有先及び当社の中長期的な企業価値の向上の観点から、議案ごとに総合的に賛否を判断
いたします。

なお、当社は、政策保有株式として上場株式を保有しておりません。

【原則１－７】

当社は、取締役及び取締役が実質的に支配する法人との競業取引または利益相反取引を行う際は、取締役会において審議・決議を要するものと
定めております。また、利益相反取引の状況等については、適宜、取締役会への報告を求めるとともに、会社法・金融商品取引法等の関連する法
令や証券取引所が定める規則に従って開示することとしています。

【原則２－６】

当社は、企業年金制度を導入しておりません。

【原則３－１】

（ⅰ）経営理念・経営戦略・経営計画については決算資料を含めて当社コーポレートサイトで開示しております。

経営理念　 https://www.beaglee.com/about/

経営戦略・経営計画　 https://www.beaglee.com/ir/business/#managementplan

決算資料　 https://www.beaglee.com/ir/library.html

（ⅱ）上記「１．基本的な考え方」に記載のとおりですのでそちらをご参照ください。

（ⅲ）「Ⅱ－１【取締役報酬関係】」に記載のとおりですのでそちらをご参照ください。

（ⅳ）経営陣幹部は、知識・経験が豊富であり、それぞれの部門の業務に精通し、誠実な人柄を有し、執務能力に優れたものを選任します。また、
経営陣幹部を解任する場合は、その実績等を総合的に判断するものとします。

監査等委員である取締役については、 法令、企業倫理の順守に徹する見識を持ち、中立的、客観的な視点から取締役の職務執行を監督し、当

社の健全経営の向上に資する者を指名します。

選任手続については、「Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況（１．機関構成・
組織運営等に係る事項【取締役関係】・【任意の委員会】・【取締役報酬関係】、２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項(現



状のコーポレート・ガバナンス体制の概要)、３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由）」及びⅣ．内部統制システム等に関する
事項（１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況）に記載のとおりですのでそちらをご参照ください。

（ⅴ）取締役候補者の選任理由は、社外取締役候補者及び社外取締役以外の取締役候補者のいずれについても、定時株主総会招集ご通知の参
考書類において開示しております。

　定時株主総会招集ご通知　https://www.beaglee.com/ir/meeting.html

【補充原則４－１①】

当社は、社内規程に基づき、金額規模・経営戦略上の重要性等に鑑みて執行役員その他の役職者に適切な範囲で権限委任をすることによって、
業務の柔軟かつ迅速な執行を確保する仕組みとしております。

一方で、法令により取締役会の決議を必要とする事項をはじめとする、当社の事業に関する重要事項等については、取締役会の決議を経るもの
とするなど、取締役による重要な業務執行に際して適切かつ客観的な牽制が機能する仕組みとしております。

【原則４－９】

他の取締役及び当社と特段の利害関係を有せず、独立した立場であり、一般株主との利益相反が生じるおそれがないこと等、東京証券取引所が
定める独立性基準を、当社の独立性判断基準として定めております。

【補充原則４－１０①】

取締役会及び監査等委員会の任意の諮問機関である指名報酬委員会につきましては、「【補充原則４－１１①】、【補充原則４－１１③】、Ⅱ．経営
上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況（１．機関構成・組織運営等に係る事項【任意の
委員会】・【取締役報酬関係】、２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項(現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要)、３．
現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由）」及びⅣ．内部統制システム等に関する事項（１．内部統制システムに関する基本的な
考え方及びその整備状況）に記載のとおりですのでそちらをご参照ください。

【補充原則４－１１①】

当社取締役会は、指名報酬委員会の審議内容を踏まえ、経営戦略や事業特性に照らして自らが備えるべきスキル、取締役会の全体としての経
験・知識・能力等のバランス、多様性及び規模に関する考え方を定めております。各取締役の経験・知識・能力等を一覧化したスキル・マトリックス
は後記図1をご参照ください。

【補充原則４－１１②】

当社は、取締役候補者及び取締役の重要な兼職の状況を定時株主総会招集ご通知の参考書類及び事業報告において毎年開示しております。

定時株主総会招集ご通知　https://www.beaglee.com/ir/meeting.html

【補充原則４－１１③】

当社は、取締役会の機能を向上させ、ひいては企業価値を高めることを目的として、取締役会の実効性につき、自己評価・分析を実施しておりま
す。

昨年度の自己評価項目・分析方法につきましては、指名報酬委員会の答申及び外部機関の助言を踏まえ、以下の方法で行いました。

2025年10月、取締役会の構成員である全ての取締役を対象にアンケートを実施しました。回答方法は外部機関に直接回答することで匿名性を確
保いたしました。外部機関からの集計結果の報告を踏まえたうえで、2025年11月の定時取締役会において、分析・議論・評価を行いました。

その結果、取締役会の実効性はおおむね確保されていると判断いたしました。

今後の課題として、中長期視点に立った経営戦略や経営計画に関する議論や、グループ事業ポートフォリオの定期的な見直しに関する議論の更
なる充実などが上げられました。昨年からの継続した課題であり、改善する傾向にありますが、更なる充実に向けて取り組んでまいります。

当社取締役会は、本実効性評価及び指名報酬委員会の答申を踏まえ、これらの課題について十分な検討を行い、取締役会の機能を高める取り
組みを継続的に進めてまいります。

【補充原則４－１４②】

当社では取締役に対して、就任時に当社の事業を取り巻く市場環境や課題認識、今後の経営戦略に関する説明を行い、当社の理解促進に努め
ております。また就任後も取締役会及び面談等により事業や会社の状況については随時共有を行っております。

【原則５－１】

当社は、経営企画部をIR担当部署として、他の関係部署と連携の上、国内外の投資家からの取材や問い合わせを含む対話及び情報開示に取り
組んでおります。

証券アナリストや機関投資家向けには、四半期毎にIR担当部署が窓口となる訪問やweb会議による個別ミーティングを実施しております。

また個人投資家向けには当社IRサイトにFAQページ及び問い合わせ窓口を設けているほか、当社への理解がより深まるような個人投資家向け説
明会を適時開催しております。

これらのIR活動を通じて把握した意見や要望等は、適宜取締役会に報告した上で、随時関係部署と共有する方針としております。

当社は、決算情報の漏洩防止や決算開示の公平性確保のため、決算発表予定日前の一定期間を「沈黙期間」とし、当該決算に関するコメント及
び質問への回答を控えております。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 無し

アップデート日付 2026年2月13日

該当項目に関する説明

当社の資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応につきましては、当社ウェブサイトにて公表しております。

2026年2月13日公表「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について（アップデート）」

（https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08121/81cea1a5/e246/4f15/bd15/fa26df185265/140120260212558202.pdf）

２．資本構成



外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本テレビ放送網株式会社 1,514,974 27.11

株式会社小学館 544,500 9.74

ＨＡＩＴＯＮＧ　ＩＮＴ　ＳＥＣ－ＣＬ　ＡＣ－１５．３１５　（ＰＥＲＣＥＮＴＡＧＥ）（常任代理人　シティバンク、
エヌ・エイ東京支店）

353,600 6.33

吉田　仁平 345,675 6.19

光通信ＫＫ投資事業有限責任組合 287,600 5.15

大和証券株式会社 207,000 3.70

株式会社ＳＢＩ証券 75,559 1.35

光通信株式会社 63,000 1.13

山下　良久 53,500 0.96

楽天証券株式会社共有口 53,000 0.95

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

(1)上記大株主の状況は、2025年12月31日時点のものです。

(2) 2025年１月10日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、レン・イー・ハン氏及びその共同保有者であるGOOD

MEGA LIMITEDが2025年１月２日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2025年12月31日時点における実質所

有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況では考慮しておりません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとお
りであります。

【氏名又は名称】レン・イー・ハン他1社　【保有株券等の数】353,600株　【株券等保有割合】5.64％

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 12 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

佐藤　俊介 他の会社の出身者

久保 真一郎 他の会社の出身者 ○

吉田　広明 弁護士

大橋　敏彦 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

佐藤　俊介 　 ○ ―――

経営者として豊富な経験と幅広い見識を有して
おり、経営に対する客観的かつ的確な助言等
をいただくため、社外取締役に選任しておりま
す。

また、一般株主と利益相反が生じる恐れがある
事項のいずれにも該当していないことから当社
の独立役員に指名しております。



久保 真一郎 　 　

久保真一郎氏は日本テレビ放送網株式会
社の社員であり、同社と当社は2021年11
月12日付で資本業務提携を行っておりま
す。

テレビ業界におけるサービス、コンテンツ制作、
事業戦略についての豊富な経験と知識を有し
ており、経営に対する客観的かつ的確な助言
等をいただくため、社外取締役に選任しており
ます。

吉田　広明 ○ ○ ―――

弁護士として法律に関する専門的な知識を有
しており、経営に対する客観的かつ的確な助言
等をいただくため、社外取締役に選任しており
ます。

また、一般株主と利益相反が生じる恐れがある
事項のいずれにも該当していないことから当社
の独立役員に指名しております。

大橋　敏彦 ○ ○ ―――

公認会計士及び税理士として財務及び会計に
関する専門的知見を有しており、経営に対する
客観的かつ的確な助言等をいただくため、社外
取締役に選任しております。

また、一般株主と利益相反が生じる恐れがある
事項のいずれにも該当していないことから当社
の独立役員に指名しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

監査等委員会は、内部監査部門と連携し現状十分に実効性のある適切な監査を実施していると判断し、現在、監査等委員会の職務を補助すべき
取締役及び使用人を設置しておりません。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会、会計監査人である太陽有限責任監査法人及び内部監査部門は、それぞれの監査方針や監査計画等の重要な事項について情報
交換会を通じて共有し、連携を図ることにより効果的な監査を行なっております。

また、監査等委員会と内部監査部門とは定期的に内部監査状況についての意見交換を実施、監査等委員会と会計監査人も定期的に会計監査
の状況について報告を受け意見交換を実施するなど、積極的な連携を図っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 4 0 1 3 0 0
社外取
締役



報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 4 0 1 3 0 0
社外取
締役

補足説明

取締役（監査等委員である取締役を含みます）及び委任型の執行役員の指名・報酬等に関する手続の公正性・透明性・客観性を強化し、当社コー
ポレート・ガバナンスの充実を図るため、2021年10月22日開催の取締役会及び監査等委員会において、それらの任意の諮問機関として指名報酬
委員会の設置を決議しました。当該委員会は、指名委員会と報酬委員会の双方の機能を担っております。

本委員として取締役２名（監査等委員である取締役を除く。うち独立社外取締役１名）、監査等委員である取締役２名（うち独立社外取締役２名）の
計４名が選定され、同日付で就任しました。当該委員会の委員構成及び活動状況等につきましては、２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定
等の機能に係る事項(現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要)に記載のとおりです。

また、指名報酬委員会を補助するため、取締役会事務局の局員（４名）が兼務する形で事務局を設置しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

-

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

現在、業績拡大及び企業価値拡大の意欲向上を目的として、短期インセンティブとしての業績連動報酬、中長期インセンティブとしての株式報酬
（譲渡制限付株式）を導入しております。なお、2025年1月に取締役に対して付与された第４回新株予約権の行使期間が終了し、その後は取締役
に対する新たなストックオプションの付与は実施しておりません。

ストックオプションの付与対象者 従業員、子会社の取締役、子会社の従業員

該当項目に関する補足説明

役員及び従業員へのストックオプションの付与は、中長期的な当社グループの業績向上及び企業価値の増大を目指すにあたり、その意欲並びに
士気の向上、グループとしての結束力を高めることを目的としております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の総額が1億円以上である者が存在しないため、報酬の個別開示は実施しておりません。



報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は、取締役の個人別報酬等の内容に係る決定方針（以下、「当該方針」という。）を取締役会の決議により定めており、その概要は次のとおり
です。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬については、株主総会で決議された報酬の上限額の範囲内で、各取締役に求められる職責、業
績への貢献度等の評価を勘案し、取締役会において審議、決定することとしており、監査等委員である取締役の報酬については、株主総会で決
議された報酬の上限額の範囲内で、各取締役の業務分担等を勘案し、監査等委員である取締役の協議により決定することとしております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定
された報酬等の内容が当該方針と整合していることを確認しており、当該方針に沿うものであると判断しております。

当社は、上記手続きの公平性・透明性・客観性の強化を図るため、2021年10月22日付で取締役会及び監査等委員会の任意の諮問委員会として
指名報酬委員会を設置しました。（当該委員会の設置及び本書提出日までの活動状況その他詳細は、２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定
等の機能に係る事項(現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要)をご参照ください）。

当社の役員の報酬等に関する株主総会の決議は以下のとおりであります。

（2016年12月15日決議）

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、基本報酬の額について年額300,000千円以内（うち社外取締役分は20,000千円以
内、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）、業績連動報酬の額について年額150,000千円以内（ただし、基本報酬と業績連動報酬の年
間総額は300,000千円を超えない）とする。

監査等委員である取締役の報酬限度額は年額30,000千円以内（うち社外取締役分は20,000千円以内）とする。

（2020年３月26日決議）

業績連動報酬額の限度額の範囲内で取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。本項において以下、「業務執行取締役」という。）
に対し譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を年額50,000千円以内とする。

業務執行取締役の報酬体系は、業績達成のインセンティブとして機能し、株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有すべく、固定報酬として
の基本報酬、短期インセンティブとしての業績連動報酬、中長期インセンティブとしての非金銭報酬等である株式報酬（譲渡制限付株式）の３項目
で構成しております。なお、監査等委員である取締役及び社外取締役に該当する取締役の報酬等は、基本報酬のみで構成されます。

基本報酬の水準については、当社の事業規模等を考慮した客観的なベンチマークを行い、各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報
酬の額は、各取締役に求められる職責、業績への貢献度等の評価を勘案し、取締役会において決定します。なお、業務執行取締役の報酬構成
比については、業績への貢献及び関与の度合いが大きい代表取締役、事業部門を担当する取締役、管理部門を担当する取締役の順に、業績連
動報酬及び株式報酬の変動幅が大きくなるように設計されております。

業績連動報酬は、基本報酬を算定の基礎として、売上高と営業利益に関する各事業年度における目標達成率、業績への貢献度等の評価及び役
職に応じた変数を乗じて算出された額に基づき取締役会において決定します。当社は、売上規模及び収益性のバランスが取れた健全な成長の実
現を業務執行取締役に動機づけるため、売上高と営業利益に関する各事業年度における目標達成率を業績連動報酬の指標としております。な
お、業績連動報酬は、上記のとおり取締役会において各業務執行取締役に対する支給額が決定されたのち、当該額を毎年一定の時期に支払う
ものとします。

株式報酬は、一定の譲渡制限期間及び当社による無償取得事由等の定めに服する当社普通株式（以下、「特定譲渡制限付株式」という。）を割当
てるものとし、当該特定譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の額は、各業務執行取締役に求められる職責、業績への貢
献度等の評価を勘案し、取締役会において決定します。当該特定譲渡制限付株式の具体的な内容及び数の上限につきましては次のとおりであり
ます。

a. 譲渡制限付株式の割当て及び払込み

当社は、対象取締役に対し、当社取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式に関する報酬として上記の年額の範囲内で金銭報酬債権を支給し、
各対象取締役は、当該金銭報酬債権の全部を現物出資の方法で給付することにより、譲渡制限付株式の割当てを受ける。

なお、譲渡制限付株式の払込金額は、その発行又は処分に係る当社取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社普通
株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、当該譲渡制限付株式を引き受ける対象取締
役に特に有利な金額とならない範囲で当社取締役会において決定する。

また、上記金銭報酬債権は、対象取締役が、上記の現物出資に同意していること及び下記c.に定める内容を含む譲渡制限付株式割当契約を締
結していることを条件として支給する。

b. 譲渡制限付株式の総数

対象取締役に対して割り当てる譲渡制限付株式の総数100,000株を、各事業年度において割り当てる譲渡制限付株式の数の上限とする。

ただし、本議案の決議の日以降、当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。）又は株式併合が行われた場合その他こ
れらの場合に準じて割り当てる譲渡制限付株式の総数の調整を必要とする場合には、当該譲渡制限付株式の総数を合理的に調整することがで
きる。

c. 譲渡制限付株式割当契約の内容

譲渡制限付株式の割当てに際し、当社取締役会決議に基づき、当社と譲渡制限付株式の割当てを受ける対象取締役との間で締結する譲渡制限
付株式割当契約は、以下の内容を含むものとする。

(a) 譲渡制限の内容

譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役は、当該対象取締役に割り当てられた譲渡制限付株式（以下、「本割当株式」という。）につき、第
三者に対して譲渡、質権の設定、譲渡担保権の設定、生前贈与、遺贈その他一切の処分行為をすることができない（以下、「譲渡制限」という。）。

(b) 譲渡制限付株式の無償取得

当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が、３年以上で当社取締役会が定める期間（以下、「譲渡制限期間」という。）中に、法令
違反行為を行った場合その他本割当契約で定める一定の事由に該当した場合には、本割当株式の全部を、当該時点をもって、当然に無償で取
得する。

また、本割当株式のうち、下記(c)の譲渡制限の解除事由の定めに基づき譲渡制限が解除されない本割当株式について、当社はこれを当然に無
償で取得する。

(c) 譲渡制限の解除

当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が、譲渡制限期間中、継続して、当社グループの取締役、監査役又は従業員のいずれの
地位にあったことを条件として、本割当株式の全部につき、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。

ただし、割当対象者が、死亡又は譲渡制限期間が満了する前に当社グループの取締役、監査役又は従業員のいずれの地位からを退任又は退
職した場合(ただし、退任と同時に上記の地位のいずれかに就任又は再任する場合を除く。)には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡



制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとする。

(d) 組織再編等における取扱い

当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等
に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社取締役会）で承
認された場合には、当社取締役会決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定める数
の本割当株式につき、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。

この場合には、当社は、上記の定めに基づき譲渡制限が解除された直後の時点において、なお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然
に無償で取得する。

(e) その他

譲渡制限付株式割当契約における意思表示及び通知の方法、譲渡制限付株式割当契約改定の方法その他当社取締役会で定める事項を譲渡
制限付株式割当契約の内容とする。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役に対し専任のスタッフ配置は行っておりませんが、必要に応じて取締役会事務局がサポートする体制としております。また、取締役会
の開催に先立ち、常勤監査等委員から社外取締役に対し、定例的に議案の内容やその背景、検討すべきポイント等について説明しているほか、
取締役会事務局から必要に応じて資料の事前送付及び事前説明を行うこととしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

a. 取締役会

取締役４名（監査等委員である取締役を除く。うち独立社外取締役１名）、監査等委員である取締役３名（うち独立社外取締役２名）の計７名で構成
され、経営戦略、事業計画の執行に関する最高意思決定機関として毎月開催しており、法令、定款に定められた事項に限定せず、決議事項、報
告事項を幅広く議案とする事により、実質的な最高意思決定機関として機能しております。

なお、取締役会において実質的な議論を可能とするため、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数を10名以内、監査等委員である取締
役の員数を５名以内とする旨を定款に定めております。

b. 監査等委員会

当監査等委員である取締役３名（うち独立社外取締役２名）全員をもって監査等委員会を組織し、常勤の監査等委員を選定するとともに当該委員
会を毎月開催しております。監査等委員は、社長との情報交換会等を通じて定期的に意見交換を行っております。また、常勤監査等委員は経営
会議等の主要な会議に出席し、業務執行取締役と執行役員の業務執行を監査、監督するとともに、日常的に情報収集に努めております。

本書提出日現在、委員長及び委員は次のとおりです。

＜委員長＞

田中新（社内取締役）

＜委員＞

吉田 広明（独立社外取締役）、大橋 敏彦（独立社外取締役）

c. 指名報酬委員会

取締役会及び監査等委員会(本項において「取締役会等」という。)の任意の諮問機関として、取締役２名（監査等委員である取締役を除く。うち独
立社外取締役１名）、監査等委員である取締役２名（うち独立社外取締役２名）の計４名で構成される指名報酬委員会を2021年10月に設置しまし
た。

取締役会等から取締役（監査等委員である取締役を含む。）及び委任型の執行役員の指名・報酬等に関し諮問を受け、答申を行います。なお、委
員長は独立社外取締役とし、委員の過半数を独立社外取締役とする旨を当社指名報酬委員会規程にて定めております。

本書提出日現在、委員長及び委員は次のとおりです。

＜委員長＞

吉田 広明（独立社外取締役）

＜委員＞

佐藤 俊介（独立社外取締役）、大橋 敏彦（独立社外取締役）、吉田 仁平（代表取締役）

なお、当該委員会は毎年１回以上開催し、全委員が各回全て出席のうえ、当社取締役会の最適な構成についての考え方（スキル・マトリックスの
策定を含む。）、取締役（監査等委員である取締役を含む。）の個別報酬に関する事項、社内取締役の選任・解任及び後継者育成の策定・運用に
関する事項、並びに取締役会の実効性評価等について審議を行いました。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査等委員会設置会社として、取締役会、監査等委員会及び会計監査人を設置しております。また、当社は、取締役会及び監査等委員
会の任意の諮問機関として、2021年10月に指名報酬委員会を設置しました。独立性の高い社外取締役３名及び監査等委員会による監督、監査
機能の充実及び指名報酬委員会による取締役（監査等委員である取締役を含む。）及び委任型の執行役員の指名・報酬等に関する手続きの公
平性・透明性・客観性の強化を図ることにより、経営における透明性の高いガバナンス体制を維持し、継続的に企業価値を向上させることができる
と考え、現在の体制を採用しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況



補足説明

株主総会招集通知の早期発送
情報の正確性を確保しつつ早期発送に努めるとともに、招集通知発送前に当社コーポ
レートサイト等で公表に努めるものとします。

https://www.beaglee.com/ir/meeting/

集中日を回避した株主総会の設定 引き続き早期の株主総会開催日の設定に努めてまいります。

電磁的方法による議決権の行使 電磁的方法による議決権行使を導入し、株主の円滑な権利行使を可能としています。

招集通知（要約）の英文での提供
海外投資家の参考のため、招集通知の英訳を実施しています。

https://www.beaglee.com/ir/meeting/

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
ディスクロージャーポリシーを定め、当社コーポレートサイトに掲載しておりま
す。

https://www.beaglee.com/disclosurepolicy/

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年に複数回、説明会を開催してまいります。 あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信、有価証券報告書、適時開示資料、各種説明会資料などを当社コー
ポレートサイトのIRサイトに掲載しております。

https://www.beaglee.com/ir/

IRに関する部署（担当者）の設置
IRに関する責任者を執行役員 経営管理本部長、IR担当部署を経営企画部と

し、部署内に専任の担当者を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、「グループ行動規範」を定めお客様、取引先、従業員等のステークホルダーの立
場の尊重について規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
健全な電子書籍市場の発展を目指し、読者に対する正規版購入への理解を深める啓発活
動を電子書籍関係各社が連携して対策を進めていくため、同業４社とともに日本電子書店
連合を発足させ活動しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

株主、投資家、地域社会をはじめとするあらゆるステークホルダーが、的確な投資情報を
適時、適切に入手し、当社を適正に評価いただくことを目的に整備を進めております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、内部統制システムの基本方針を以下のとおり定め、内部統制システムの整備を行っております。

（１）当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 当社及び子会社からなる企業集団（以下、「当社グループ」という。）は、当社「グループ行動規範」に基づき、法令及び定款並びに業務分掌規

程、職務権限規程その他の社内規程に従い、当社の職務を執行する。

② 当社取締役会は、独立した社外取締役を招へいして構成し、その意思決定及び業務執行の適法性を監督する機能を強化して経営の透明性・

公平性を確保する。

③ 当社取締役会及び監査等委員会の任意の諮問機関として、委員長を独立社外取締役とし、委員の過半数を独立社外取締役で構成する指名

報酬委員会を設置し、取締役（監査等委員である取締役を含む。）及び委任型の執行役員の指名・報酬等に関する手続きの公平性・透明性・客観
性を強化する。



④ 当社監査等委員会は、独立した立場から内部統制システムが有効に機能しているかを確認するとともに、その整備・維持の状況を監視する。

⑤ 当社管理部門は、当社グループにおける法令遵守に関わる規程・マニュアルその他の関連規程の整備、コンプライアンスに関わる教育啓蒙の

実施、内部通報制度の整備等コンプライアンス体制の充実に努めるとともに、内部統制システムの整備、維持を行う。

⑥ リスク管理規程に基づきリスク管理委員会を設置し、リスク管理体制における問題点及びリスクの把握と改善に努める。

⑦ 当社内部監査部門は、当社グループにおける法令、定款及び社内規程の遵守状況並びに職務の執行の手続及び内容の妥当性、有効性等を

監視するとともに、内部統制システムのモニタリングを行い、適宜、代表取締役及び取締役会、監査等委員会に報告する。

⑧ 「財務報告に係る内部統制の基本方針」を定め、財務諸表の信頼性を確保するための体制の整備を図り、継続的な評価と必要な是正を行う。

⑨ 反社会的勢力に対しては、法令及び社内規程に従い、組織的に毅然と対応し、一切の関係を遮断する。

（２）当社及び子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に関わる文書その他の情報は、文書管理規程その他の社内規程に従い、その保存媒体の形式に応じて、適切に保存・管理
する。

（３）当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① リスク管理を経営の重要課題と位置付け、リスク管理規程に基づいてリスク管理体制の整備を行う。

② 重大リスクが顕在化した場合には、リスク管理規程に基づいて迅速な対応を行い、損害を最小限にとどめるように努める。

（４）当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 当社は、定時取締役会を毎月１回、また必要に応じて臨時取締役会を開催し、業務執行に関わる重要な意思決定を行うとともに、取締役の職

務執行状況の監督を行う。

② 当社グループは、職務の執行が効率的に行われることを確保するため、業務分掌規程、職務権限規程その他の社内規程において職務執行に

関する権限及び責任を明文化し、適時適切に見直しを行う。

③ 当社は、取締役会の事前審議機関として経営会議を設置し、取締役会の意思決定に必要な情報について十分な検討、事前協議を行う。

④ 当社は、執行役員制度の導入により、権限を適切に委譲し、業務執行の効率化、迅速化を図る。

⑤ 中期経営計画及び年度予算・事業計画を策定し、その進捗を月次及び適宜レビューすることにより課題の抽出と迅速な対応を行なう。

（５）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 当社グループ全体のコンプライアンス体制及びリスク管理体制の整備、その他子会社の経営管理については、当社管理部門がその任にあた

る。

② 関係会社管理規程に基づき、子会社の経営上の重要事項については、取締役会の事前承認を必要とし、適時業務の執行に関して必要な報告

及び資料の提出を求める。

（６）監査等委員会のその職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項並びにその取締役及び使用人の他の監査等委員でない取締役から
の独立性に関する事項等

① 当社監査等委員会からの要請があった場合、その職務を補助する使用人（以下、「監査等委員補助者」という。）として、管理部門の中から若干

名を選任する。

② 選任された監査等委員補助者は、当社監査等委員の指揮・命令に服するものとし、監査等委員補助者に対する人事権の行使にあたっては、

事前に当社監査等委員と監査等委員でない当社取締役が協議する。

（７）監査等委員でない当社取締役及び使用人等並びに子会社の取締役及び使用人等（以下、「当社グループの取締役等」という）が監査等委員
会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

① 当社グループの取締役等は、重大な法令又は定款違反及び不正な行為並びに当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知っ

たときは、遅滞なく当社監査等委員会に報告する。また、当社監査等委員会はいつでも必要に応じて、当社グループの取締役等に対し報告を求
めることができる。

② 当社監査等委員は、当社の取締役会、経営会議、その他の重要な会議に出席し、また重要な決裁書類及び関連資料を閲覧し、必要に応じて

説明を求めることができ、代表取締役及び業務を執行する取締役は、取締役会等の重要な会議において、その担当する業務の執行状況を報告
する。

③ 当社監査等委員会への報告をした当社グループの取締役等に対し、当該報告をしたことを理由に不利益な取扱いを行うことを禁止する。

④ 当社の監査等委員会及び当社子会社の監査役は、連携を強化し、適宜必要な情報交換を行う。

（８）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 当社監査等委員会は、監査の実施に際し必要に応じて当社管理部門に協力を要請することができる。

② 当社監査等委員会は、内部監査部門及び会計監査人との情報交換に努め、密接な連携を図る。

③ 当社監査等委員がその職務の執行について、費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、速やかに必要な処理を行う。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、反社会的勢力との関係を完全に遮断し、取引や資金提供等を一切行わないこととしています。当社は、以下のとおり反社会的勢力に対
する基本方針を定めるとともに、反社会的勢力対応規程を定め、その整備を行っております。

1．当社は、反社会的勢力と一切の関係を持ちません。反社会的勢力との裏取引や資金提供は絶対に行いません。

2．当社は、反社会的勢力からの不当要求に対し、組織全体として毅然とした姿勢で拒絶するとともに、民事、刑事両面の法的措置を講じます。

3．当社は、反社会的勢力の対応にあたり、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部専門機関と緊密に連携します。

4．当社は、反社会的勢力の対応に当たる役職員の安全を確保します。

また、この方針に従い、反社会的勢力対応マニュアルを制定し、新規顧客等との取引開始時には、取引先審査規程に基づいた事前審査を行うと

ともに、顧問弁護士との連携を含めた緊急体制の構築、所管警察署の相談窓口との関係強化等を行っております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――



２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――



任意の委員会

企業経営
経営・

事業戦略

法務・

リスクマネジメント
財務会計 業界知見 国際性 独立性 指名報酬委員会

代表取締役

社長
吉田 仁平 ● ● ● ● □

代表取締役

副社長
安本 洋一 ● ● ● ● ●

社外取締役 佐藤 俊介 ● ● ● ● ● □

社外取締役 久保 真一郎 ● ●

取締役 田中 新 ● ■

社外取締役 吉田 広明 ● ● □ ■

社外取締役 大橋 敏彦 ● ● □ □

氏名役職

経験・知識・能力等

監査等委員会

(図1) スキル・マトリックス

男性7名、女性0名（役員のうち女性の比率は0.0%） ■委員長　□委員



（図2）模式図



決定事実に関する情報決算に関する情報 発生事実に関する情報

総務部・財務経理部・経営企画部（適時開示担当者）
相互チェック、開示内容の精査

各部門責任者

経営企画部

適時開示責任者（経営企画部長）
開示の要否確認

執行責任者（代表取締役）

取締役会

適時開示責任者（経営企画部長）

総務部・財務経理部・経営企画部（適時開示担当者）

情報開示（TDnet（証券取引所）・自社ＨＰ）

報告

●緊急を要する場合

開示要否の検討、報告

上申

上申

承認（開示決定）承認（開示決定）・取締役会報告

開示指示

開示手続き

監査等委員会
意見陳述等

当社グループ

報告

●発生事実等の取締役会の承認を必要と
しない場合

（図3）適時開示体制の概要


